





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































事　　　　　例 機械（5年間） 機械（20年間） 建物（33年間）
投資準備金を利用した場合
国立銀行への預金の権利 460，000 460，000 460，000
特別控除の現在割引価額 47，000 47，000 47，000
合　　　　　　　計 507，000 507，000 507，000
減価償却引当金を利用した場合
将来の減価償却引当金による
税務控除の現在価額 441，000 330，000 269，000
投資準備金の利用による純利得 66，000 174，000 238，000
（約7％） （約17％） （約24％）
単位　skr．
特別控除の現在割引価額は、利子率4％を想定する。
　これに対してSeven－Erik　Johanssonは、次のような試算を提示する。
　（Sven－Erik　Johansson，“An　Apprisal　of　the　Swedish　System　of　Investment
Reserves”，　International　Journal　of　Accountin，　Fall，1965，　pp．87－8暮．）
　Sven－Erik　Johanssonは、さしあたり流動性の側面より、私的株式会社等が、
建物建設について投資準備金の設定と取崩しに関する選択権を行使するか、そ
れとも自由減価償却制度のそれを行使するかを問い、概略、次のように言う。
即ち、私的株式会社等が、投資準備金をその設定目的にしたがって取崩す場合、
例えば、建物或いは機械等への新らしい投資原価は、最高限度100％まで、当該
資産の取得年度中に、投資準備金勘定へ借方記入されること、私的株式会社等
は、当該資産については、以後税務上の減価償却控除をすることは出来ないこ
と、とはいえこの会社は、国立銀行より投資準備金設定額の46％相当額の預金
を引出し、更に投資準備金設定額の10％相当額の「特別投資控除」（aspecial
investment　deduction）を受けることが可能であること、この点で投資準備金
の取崩しによる「全体としての流動性の効果」（the　total　liquidityeffect）は、
自由減価償却による効果とほぼ同一であること、但し私的株式会社等は、この
投資にっいては「如何なる正常な控除可能な減価償却引当金」（any　normal
deductible　allowances　for　depreciation）も、設定出来ないこと、換言すれば、
この場合には、「正常な減価償却引当金」（normal　allowances　for　depreciatin）
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の設定による税務上の節約はないと。（Sven－Erik　Johansson，“An　Apprisal．”，
P．87．）
　Sven－Erik　Johanssonは、次いで収益性の側面より建物建設における同様な
問題を問い、次のような仮定の場合、少なくても建物建設について正常な税務
上の減価償却法（normal　tax　depreciation）によるよりも、投資準備金の設定
と取崩しに関する権利を行使した方が、投資収益の改善に繋がると説く。
仮定：（1）建物原価100：投資準備金を利用
　　　（2）通常の税務上の減価償却率（直線法）：2．5％
　　　（3）税率：5％
　　　（4）税引き後の資本コスト：8％
　　　（5）収益性指数：税引き後の純現在価額を利用
　　　（6）租税：年度末払い
　　　（7）投資がなされる年度始めに国立銀行より払い戻しされた現金を受領
投資準備金の利用による建物への投資の純現在価額の増加
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現在価額
国立銀行による現金の払い戻し（46×100）　　　　　　　　　　　46．0
特別投資控除による節税（0．5×0．1×100×0．926）　　　　　　　　　4．6
通常の税務上の減価償却による節税喪失分（0．5×0．025×100×11．925）（14．9）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　35．7
　固定資産の減価償却をめぐる投資準備金制度の選択権の行使と自由減価償
却制度のそれとが、私的株式会社等にとって、流動性と収益性という点で何れ
が有利かという問題については、様々な設例・仮説・条件設定による、非常に
沢山の試算がある。この小稿では、その試算の妥当性を個別的に検討すること
を直接的な目的とはしない。ここでは、これまで本文でみたような選択権の行
使に関する抽象的・基本的な仕組を補足する意味で、若干の事例を紹介するに
留める。
2．投資税（investeringsskatt）の骨子
　スウェーデンの政府は、投資準備金を、1960－1961年には反インフレ的な方策
として利用した。政府はこのときには、私的株式会社等に、投資準備金設定額
の全額（100％〉を税制上の恩典の下に、国立銀行に預金することを承認した。
とはいえその効果は、複合的であった。（Martin　Schnitzer，　ibid．，　p．42．）もと
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よりこれによって各商業銀行の流動性は、低下した。だがまたそれは、国立銀
行がその他の金融唄オ政政策を同時に実施したからであった。
　政府は、1947年に投資準備金制度を恒常的な制度（1990年の税制改革まで）
として承認して以来、1950年代に入って、投資準備金制度それ自体は、景気の
好況期にも不況期にも対応するべき景気調整的な狙いをもって導入されたに
も拘わらず、インフレ抑制的な効果は、景気刺激的な効果以上に期待薄となっ
たことから、反インフレ的な方策として、1951年に投資に対する直接税を導入
した。これは、当初は、「投資税」（investeringsskatt）後には、「投資控除」
（investeringsavgift）と呼ばれた。政府は、投資税を、その他の信用規制と共
に、1950年代の相当の期間（1952年及び1953年、1955年及び1956年）にわたっ
て反インフレ的な手法として利用した。投資税は、その後、投資準備金制度
（1990年の税制改革で廃止）や自由減価償却制度或いは30％逓減残高償却法一
20％直線法（この種の加速度減価償却或いは弾力的減価償却は、1990年の税制
改革後も存続）のように、長期にわたって存続することはなかった。それにも
拘わらずここで簡単に投資税の骨子を明らかにするのは、この制度が、当時の
スウェーデンにおける投資準備金制度や自由減価償却制度等と並んで或いは
それと絡み合いながら、、政府の景気調整的な機能を担い、同時に企業経済的に
も税制上の恩典を賦与するものであったからである。（Martin　Norr／Frank　J．
Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，2／22and　pp．156－157．）
　投資税は、基本的には、私的株式会社等に対して、景気の好況期には姿本的
支出（capital　expenditures）に過料を課して投資を延期させ、景気の後退期に
は、その回復を刺激するような投資・資本的支出を促す制度である。（Martin
Norr／Frank　J．Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，　p，157．）
　政府は、投資税に関する諸規定を年々変更した。ここでは投資税に関する最
も基本的・典型的な枠組を提示している1957年の法規定にしたがって、適用対
象、投資税を課せられる投資の内容、投資税免除等の問題について一瞥する。
（1）投資税の適用対象
　投資税の適用対象は、所得の三つの主要な源泉即ち林業経営を含む農業不動
産、その他の不動産、事業活動による所得との関連で、投資活動を営む自然人
或いは法人である。（Inv．§1．）（所得のこの三つの源泉については、　Martin
Norr／Frank　J．Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，　6／1．1aを参照のこと。）株式会社
原子力（AB　Atomenergi）や煙草専売公社のように、自治体が90％資本所有し
ている公益法人は、その対象外とする。（lnv．§1．）この法律の適用をうける主
体は、概して私的に事業活動を営む個人或いは法人である。（Martin　Norr／
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Frank　J．Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，　pp．158－159．）
②投資税が課せられる投資の内容
　一般に投資税が課せられる投資は、次のような場合である。（1）新しい建物
（new　buildings）の建設のための支出、現存する建物の建替・改良・拡張のた
めの支出、現存する建物の修繕と維持のための支出。（但し修繕の場合には納税
者は、当該資産の評価額の2％の範囲で、通常の保存及び維持のために、控除
を承認されている。また農業用の建物の場合にはその範囲は、1％。）②見積耐
用年数3年以上の新設或いは利用中の機械及び装置のための支出。（Martin
Norr／Frank　J．Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，　p．159．）既に自由減価償却制度の
場合に言及したような、耐用年数3年以内の機械・装置も、減価償却目的では、
所得税法上、特別な取扱を受ける。この種の資産は、その取得年度に全額償却
してもよい。（Martin　Norr／Frank　J．Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，7／3．2b．）
　建物取得の場合、事業活動の遂行を目的として新築の建物購買のため発生す
る支出は、投資税の対象となるが、事業目的の遂行であっても既存の建物購買
のため発生する支出は、その対象とはならない。（lnv§3．）これに対して機械
及び装置の場合、その支出が、新しい機械及び装置の購買のためであるか、そ
れとも既存の機械及び装置の購買のためであるか否かを問わず、それは、投資
税の対象となる。とはいえ既存の機械及び装置の取得が、当該事業の全部或い
は一部取得による場合には、投資税は、免除される。（Inv§4）　鉱山及び鉱区
の場合、当期の営業費としては控除されない鉱物資源の採掘及び開発のための
支出は、投資税の対象となる。（Inv．§4c．）棚卸資産の増加は、この投資税法の
適用を受けない。（Martin　Norr／Frank　J．Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，　p．
159，10／1．2）
（3）投資税の免除
　次の各支出は、特に、投資税の適用除外とする。（Martin　Norr／Frank　J．
Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，　ppユ59二160．）
（1）防衛目的のための支出（Inv．§5．）
（2）外国子会社への投資或いは外国で請負契約を遂行するための投資（lnv．§
　4．）
（3）少なくても1，000立法メートルの容積の石油貯蔵施設に対する投資（lnv．§
　5．）
（4）電力生産或いは配給施設に対する投資（lnv．§5．）
（5）営利目的のためのバスに対する投資（lnv．§5．）
（6）総トン数300トンの営業用或いは漁業用の船舶に対する支出及び漁業目的
　の施設に対する支出（lnv．§5．）
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（7）鉄道の車両のための支出（Inv．§5．）
（8）住宅のための支出（Inv．§§2a，3a　and　4a．）
　諸資産が、通常、保険の適用対象とならない地滑り・洪水・その他の類似の
出来事によって喪失するか、或いは損害を受けた場合、その修繕或いは取替の
ための支出は、投資税を免除される。諸資産が、通常、保険の適用対象となっ
ている火災・難破・或いはその他の出来事によって喪失するか、或いは損害を
受けた場合、その修繕或いは取替のための支出は、保険金額の20％を超えない
範囲で、投資税の免除を受ける。これらの諸資産は、保険をかけらていない場
合、取得原価の200％まで、投資税を免除される。諸資産が、強制的な買上げに
よって喪失した場合、その取替のための支出は、取替価格の200％まで投資税を
免除される。（Martin　Norr／Frank　J．Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，．160．）
（4）投資税の計算と税率
　投資税は、その査定の基礎価額として、当該年度の投資総額のうち、30，000
skr（1956年には20，000skr）を上回る投資総額とし、各々個々の投資取引の額
を問わない。投資税の税率は、法令上の免除額を超える税務上の投資支出に対
して、12％とする。とはいえこの租税は、「特別税」（aspecial　tax）と呼ばれ
る。特別税は、国税及び地方税の場合、税額控除が可能であるが（Martin　Norr／
Frank　J．Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，7／2．9）、納税者がこの控除を全額或いは
一部出来ない場合、1962年の査定時まで延期することが出来る。（Inv．§10．）
（Martin　Norr／Frank　J．Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，　ppユ60－161．）
　投資税は、それが最初に暫定的に導入されて以来、幾度か、断続的にせよ、
利用された。とはいえその後投資税は、スウェーデン経済の低落の結果として、
1958年或いは1959年に廃止となった。投資税の投資抑制的な効果は、非常に多
様の要素がそこに絡んでいるために、正確な大きさは算定することは出来ない
と言われる。しかも投資税は、その導入の本来的な目標であったインフレ抑制
的な調整機能を発揮することは出来ず、逆に、生産の増大とインフレの緩和に
繋がるようなう投資を削減することによって、インフレに寄与したと言われ
る。即ち、1958年の投資税の廃止は、同時に採られたその他の手法と相侯って、
同年、貨幣的に換算すれば、公的部門の投資支出の概算2倍程度の私的投資支
出の拡大に、またスウェーデンの産業投資を、1957年の投資額の概算10％程度
増大することに寄与したと言われる。
3．棚卸資産簿価引下の骨子
Oskar　Sill6nが、その著「貸借対照表評価諸原則」の中で明らかにしたよう
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に、スウェーデンの場合棚卸資産評価は、既に、1938年の自由減価償却制度の
導入以前に、私的株式会社等に対しては、税法上、大幅な自由評価を慣行的に
承認していた。株式会社法（1944年法）の年次決算における棚卸資産評価の原
則（§100）は、棚卸資産の評価については、価格変動が在庫品に及ぼす影響を
考慮して、「いわゆる最低限価額の原則」（den　s．k．lagsta　vardetsprincipen）
を規定していた。（Knut　Rodhe，　ibid．，　ss．148－149．）自由減価償却制度を導入
した1938年の税制改革は、棚卸資産の自由評価については、別段の規定を設け
ることはなかった。即ち税法は、納税者の帳簿上計上される棚卸資産価額は、
それが、いわゆる健全な会計慣行と一致する限り、それを承認した。（Martin
Norr／Frank　J．Duffy／HarrySterner，　ibid．，6／5．1．a．）自由評価という慣行の
下で、私的株式会社等が、棚卸資産評価の場合最も一般的に利用したのは、棚
卸資産評価については低下法を適用し、時価か原価か何れか低い方法の価額の
20％相当額で棚卸資産価額とすることであった。その結果、私的株式会社等は、
棚卸資産控除による膨大な棚卸資産準備金を抱えていたのである。税法が、棚
卸資産の評価について私的株式会社等（経営者）による計上利益の統制・操作
を許容したのは、価格変動期における年次利益の安定化という名目によるもの
であった。特にこのような意味での棚卸資産の自由評価・その簿価切下をしば
しば実施したのは、林業経営であった。そこでの巨大な在庫、回転率の低さ、
国際的な市況に鋭敏にかつ激しく呼応するその価格変動等、これらの要因が重
なり合って、このような評価法を定着させていたのである。
　1950年代に入ってスウェーデン経済が、インフレ基調であることが顕著にな
るにつれて、棚卸資産控除は、棚卸資産投資を一層刺激し、インフレを加速さ
せるようになった。そのため税法は、棚卸資産の評価自由の権利を一時的に制
限するようになった。そして1955年には税法は、棚卸資産控除を低価法上の原
価の40％までとしたのであった。（Martin　Norr／Frank　J．Duffy／Harry　Ster－
ner，　ibid．，6／5．1．b．）
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一む　す　び　に一
　労働市場庁が、投資及び雇用を刺激することを目標として、始めて私
的株式会社等に対して投資準備金の取崩しを承認或いは命令し、それに
したがって私的株式会社等が投資準備金を取崩したのは、1958－1959年の
景気の後退期であった。この時投資準備金を取崩した私的株式会社等の
総数、およそ600社以上、取崩総額、概算、10億skr程度（この金額は、
この期間における私的株式会社等による産業投資総額のほぼ1／5程度相
当）（1）、その使途は、住宅建設、道路整備、森林作業、機械・装置の取得
であった。投資準備金制度の基本目的である民間投資の刺激と雇用創造
という点からみて最も効果的であったと言われた使途は、住宅建設であ
った。とはいえこの取崩しは、時期的には概して失敗であったと言われ
ている。その理由は、労働市場庁の承認或いは命令にしたがって私的株
式会社等が、投資準備金の取崩しによって現実に投資計画を着工した時
期には、景気は既に回復基調に転じており、しかもその累積的な効果は、
1960年のブーム期にも続いたからであった（2）。
　労働市場庁は、1962－1963年の景気の後退期にも、投資及び雇用を刺激
することを目標として、私的株式会社等に対して投資準備金の取崩しを
承認或いは命令した。この承認或いは命令に先立って既に1962年4月の
段階で建築業界では、近い将来に失業の発生、とりわけ1962－1963年の冬
季にその増大に見舞われることが予想された。そのため労働市場庁は、
さしあたO　1962年5月に次のような付帯条件の下で、私的株式会社等が、
建物建設のために投資準備金を取崩すことを歓迎する旨、承認或いは命
令ではなくて単なる通達の形で伝達した。その付帯条件とは、私的株式
会社等による投資準備金の取崩しは、建物建設目的に限定すること、工
事着工の時期は、1962年11月1日より1963年5月1日までとするという
ことであった。この時投資準備金を取崩した私的株式会社等の総数、お
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よそ554社、取崩総額、概算、70億skr程度（投資準備金累計の概算30％）
であった。（因みにいえば、1962年始めで投資準備金累計は、概算、230
億skr程度。）また1962－1963年冬季に企画された投資活動に従事した労
働力は、産業用建築工事における私的投資活動が雇用する総労働力の25
－30％程度であった（3）。更に労働市場庁は、1962年11月末にも、私的株式
会社等が、通常利用している機械・装置への投資のために、投資準備金
を取崩すことを承認した。この場合付帯条件は、1962年に造船業を含む
機械工業に対する受注が低下していることを背景として、私的株式会社
等は、雇用に対する望ましい効果を期待出来る1962年中に投資準備金を
取崩しするべきこと、しかも1963年5月1日までに機械・装置に対する
資本投資に現実に着手するということであった。この時投資準備金を取
崩した私的株式会社等は、主として機械工業及び造船業であった（4）。1962
－1963年の投資準備金の取崩しは、総体としては、そのタイミングという
点では、先の1958－1959年の場合よりも、はるかに強力に投資及び雇用を
刺激し、多大な投資及び雇用の維持・拡大に繋がったと言われている⑤。
とはいえこの2回にわたる投資準備金の取崩しの実際的な効果は、概し
て複合的であり、この取崩しが、景気刺激的な財政・税務上の用具とし
て、それ自体、どの程度効果的であったかということについては、必ず
しも確かではなく、しかもその効果は、政府の期待したような結果とは
ならず、せいぜい5％程度とされている（6）。
　この2回にわたる労働市場庁による投資準備金の取崩しの承認或いは
命令は、投資と雇用の維持・拡大を狙ったものであった。これに対して
労働市場庁は、1960－1961年には投資準備金制度を始めて意識的に対イン
フレ的な方策として利用し、「デフレ的な効果」⑦を期待して、私的株式会
社等に対して投資準備金の全額（100％）を国立銀行に凍結預金すること
を承認或いは命令した。この承認或いは命令によって私的株式会社等は、
国立銀行の採る通貨の一般的な引締政策と相侯って、流動性を低下させ
た（8）。とはいえこの場合も含めて、一般に投資準備金制度は、対インフレ
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的な効果という点でも、経済安定化装置としてのその「非効率性」（9）が指
摘されたのであった（1°）。
　スウェーデンは、1930年代に社民党が単独政権の座に就いて以来、社
民党主導の長期にわたる単独或いは連立政権の下で、スウェーデン的な
混合経済型の計画・組織化された資本主義への構築に向けて、投資と雇
用の維持・拡大を標榜し、景気調整的な意味合いの様々な実験的な施策
を、官民両部門に導入・廃止・復活させてきた。その中でも同国の政府
が、景気変動を抑制する経済安定化装置としてとりわけ重視したのは、
投資計画であった。スウェーデン政府は、公共投資部門とりわけ政府部
門の投資については、伸縮的な長期予算制度を採択し、不況期の赤字予
算と好況期の黒字予算によって、不況期には政府支出の拡大を媒介とし
て景気の回復を、好況期には政府支出の抑制を媒介として過熱した景気
の鎮静化を狙った。政府は、この公共部門投資とりわけ政府部門の投資
に着手するために、経常予算とは別枠の資本予算の措置を講じた。資本
予算は、一般臨時予算制の下で、公共投資準備金を設定し、雇用の改善
と調整の手段として、公共事業（道路・建設・森林事業等）や民間企業
への政府発注のために利用し、経済安定化装置としては、極めて弾力的
な性格をもっている。（但し、住宅建築貸付資金は、別枠。）スウェーデ
ン政府は、民間投資部門については、一般的な金融政策（利子政策・公
開市場政策・支払準備率操作）の他に、この小稿で問題としてきた、投
資準備金制度に典型的に象徴されるような、民間投資活動を調整する
様々な制度を導入してきた（11》。この小稿で問題としてきた投資準備金制
度もまた、当時の政府にとって、スウェーデン的な混合経済体制の構築
を前提とした、投資と雇用の維持・拡大という経済政策目標に沿って、
このような民間投資活動を刺激或いは調整する制度の一つであった。投
資準備金制度は、スウェーデン政府が、その他の同種の税制上の諸制度
とりけ自由減価償却制度・棚卸資産準備金制度・投資税制度と共に、税
制を投資と雇用を刺激或るいは調整するための経済安定化装置として機
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能させることを狙ったものであった（12）。
　既に指摘したように、投資準備金制度の導入の本来的な狙いは、税制
を通じて（或いは税制を機能させて）、投資と雇用の維持・拡大等、景気
刺激的な効果（或いは場合によって景気抑制的な効果）を生みだすこと
にあり、その社会経済的な機能は、安定的成長のための有効な景気調整
的な手段として機能させることであった。とはいえこの制度は、この小
稿で問題とした期間に限定して言えば、労働市場庁による2回にわたる、
取崩しに関する承認或いは命令の場合でも、インフレ抑制のための100％
凍結預金命令の場合でも、必ずしもその効果は、政府の期待通りには運
ばなかった。投資準備金制度は、1955年法以後も、その時々のスウェー
デンの経済社会の要請に呼応して、幾度か部分的に修正されてきたが、
それによっても、その景気刺激的・調整的な効果は、余り変わらなかっ
た。それにも拘わらず、投資準備金制度が、1938年に始めて導入されて
以来1990年の税制改革によって廃止されるまで、50年もの長期にわたっ
て存続してきたのは、何故か。
　この疑問に答える一つの手掛かりとなるのは、投資準備金制度の景気
調整機能を疑問視するか或いは否定的な見解を示す人々、或いはそれと
は別に投資準備金制度それ自体に対して様々な視点より批判的な人々で
さえも、投資準備金の設定と取崩しに関する選択権を行使するのは、主
として巨大企業であるということを等しく共通に指摘・承認しているこ
とである。
　原則として労働市場庁の承認或いは命令の下に、私的株式会社等が、
投資準備金の設定と取崩しの選択権の行使によってこの制度の便益を受
ける場合、それらの諸企業は、概して、法定準備金・損益調整準備金・
法人税等の控除前に、既に膨大な利益を手にすることが可能な、より巨
大企業或いは「過去において高い利潤をもつ企業」（13）である。巨大企業
は、様々な投資計画を殆ど持続的に実施するための十分な流動資金を保
有するか、或いは資金調達能力を保持しており、多額な投資収益が見込
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まれるときには、投資準備金の取崩しの承認或いは命令がなくても、新
しい当該の投資に着手する。それにも拘わらず巨大企業が、投資準備金
制度による投資に着手するのは、多額の投資収益への期待以上に、別な
投資誘因が作用しているからである（14）。この誘因とは、「政府と企業との
間の任意な協力関係」或いはスウェー一デン的な混合経済体制下での「労
働者、経営者、政府との間の非常に多大な協調関係」（15）を基礎として、そ
の設定に関する私的株式会社等の選択権の行使によって、この小稿の第
2項でみたようなその基本的な仕組による税制上の恩典（租税負担の延
期・繰延）を利用することであった。即ち「（投資準備金の制定以来）全
時代にわたって維持されてきた（この制度の）一つの基本的な特徴は、
一企業内で投資準備金を法律の規定にしたがって設定すれば、それは、
その設定年度の当該企業の税務上の利益したがってまたその税務負担
（skattebelastning）を縮小することである」（16）と言われるのである。も
とより第2項でみたように、投資準備金制度それ自体は、私的株式会社
等に対して格段の余剰流動性（資金的なゆとり）の改善も収益性の増大
ももたらすわけではない。それでもこの制度による租税負担の延期（繰
延）は、政府当局の努力にも拘わらず、スウェーデン経済が、不断に構
造的なインフレ要因に晒されてきたことを考慮するならば、かなりの実
質的な節税効果をもらたすといってよいであろう（17）。その限り投資準備
金制度は、これらの巨大企業に有利に作用する。とはいえこの場合の前
提条件は、私的株式会社等が、投資準備金の取崩しに関する労働市場庁
の承認或いは命令に呼応して、所定の期間中に投資をすることであった。
そのため私的株式会社等が投資準備金を効率的に利用するには、投資支
出のタイミングしたがってまた投資準備金の取崩しの承認或いは命令を
うける時期を予測することを必要とする。とはいえ如何なる巨大企業の
場合でも、せいぜい予測しうるのは、原則として、その承認或いは命令
が景気の後退期となるという程度であった。それだけに私的株式会社等
にとっては、その他の税制上の優遇措置とりわけ自由減価償却制度等の
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問題との関連で、様々な決算政策を策定することは、極めて現実的で切
実な問題となった。
　労働市場庁は、その後も、1990年の税制改革によるこの法令の廃止ま
で、投資準備金制度を維持し、景気の動向との絡み合いでその取崩しを
承認或いは命令し、その時々に投資準備金制度に関する法令を改正しつ
つ、この制度を景気刺激的な財政・税務上の用具として利用してきた。
私的株式会社等（とりわけ巨大な私的株式会社等）は、原則としてその
承認或いは命令に服しながらも、時としては、それに反する行動にもで
た。この場合私的株式会社等がこのような行動にでるための主要な判断
基準は、労働市場庁の承認或いは命令に服することによる租税負担の延
期（繰延）或いはその結果としての節税という便益の大きさと、それに
背反しても別な投資に着手することによって得られる投資収益の大きさ
との比較・考量であった。
　投資準備金制度に関する1955年法以後の、労働市場庁及び私的株式会
社等の動向は、この小稿の対象とする期間外なので、立ち入らない。こ
の小稿では、投資準備金制度が、1930年代に入って始めて社民党が長期
政権の座に就いたことを契機として、投資と雇用の安定化を図りつつ、
私的企業の資本蓄積の促進と国際競争力の強化及びそれを前提とする富
の拡大と分配の社会的な調整によって、スウェーデン的な混合経済型の
計画・組織化された資本主義の構築を志向し、そのための景気調整的な
租税政策の一環として導入されたこと、私的株式会社等は、労使間或い
は政府を含む三者間の一定の社会的な合意の下に、既にみたようなこの
制度の仕組を、その他の税制或いは各々の決算政策との関連で、弾力的
に運用し、比較的安定的な経済成長を遂げていったこと、社民党の長期
政権下で策定・推進された不偏的な平等主義思想による手厚い福祉政策
の実現もまた、投資準備金制度に象徴されるような様々な企業優遇税制
による資本蓄積・生産の拡大・国際競争力の強化等による物的基盤・福
祉財源としての富と所得の創出機構の確立とそれを前提とする所得分配
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機構の形成を条件としており、投資準備金制度は、このような物的基盤
の確立にも、幾分かは寄与したことを指摘するに留める。
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えば、Sandor　Aszt61yは、次のように述べている。即ち「企業の目標設定が、
租税支払の軽滅にある場合、その決算政策は、出来るだけ有利な税務上の結
果となる税引き前の損益を計上するように、現行の諸規定を考慮して行うべ
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、照のこと。
